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はじめに

脊柱側弯症は，1978 年の学校保健法（現，学校
保健安全法）で検診が義務付けられている唯一の
運動器疾患である．
しかし，その実施方法は各地方自治体に委ねら

れており，運用状況を把握することは困難なこと
が多い．今回，静岡県の脊柱側弯症検診（以下，
側弯症検診）の現状と問題点について明らかにす
ることを目的に以下の研究を行った．

対象と方法

1．県下 35 市町の教育委員会に対して県医師会
を通じて側弯症検診に関するアンケート調査を
行った（図 1）．調査項目は，一次検診については，
実施方法把握の有無，検診者，方法（服装，姿勢，
検診方法），1人当たりの所用時間で，二次検診
については，検診者，未受診者への対応である．
さらに判定委員会設置の有無についても質問した．
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図 1．各教育委員会に送付したアンケート用紙
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2．中学生男女の学校側弯症検診集計結果報告
書（年度ごとに各学校単位で上がってくる一次検
診，二次検診の集計結果票，平成 22 年度）をもと
に，一次検診対象者数，一次検診陽性者ゼロの学
校の割合，一次検診陽性者数（二次検診対象者
数），二次検診受診者数および二次検診未受診者
数，一次検診陽性率，二次検診陽性率（側弯症
10°以上），20°以上の側弯症数および割合につい
て調査した．

結 果

1．アンケートの回収率は 100％であった．一
次検診については，35 市町中 32（91.4％）の教育
委員会で把握していた（以下，回答数は 32）．
一次検診の検診者は校医 23，校医と養護教諭

6，校医と検査機関 3．方法では，服装は裸 15，
裸と体操着 9，体操着 4，その他 4（以下の項目で
はその他は省略），姿勢は前屈位 20，立位と前屈
位 6，立位 3，所用時間は 1 分 14（内 1 では体操
着で 5 秒），1 分未満 10，1～2 分 4，2 分以上 3，
検診方法は視診 25，視診とハンプ計 6，視診と触
診 1であった．モアレを 8つの市町（伊豆市，伊
豆の国市，裾野市，清水町，長泉町，三島市，沼
津市，川根本町，順不同）で小学校や中学校のあ
る一定の学年の男女に併用していた．静岡市では
中学 1年生女子にシルエッター2）を使用した検診
を行っていた．二次検診の検診者は校医・かかり
つけ医 21，整形外科医 10，未受診者への対応は，
保護者に受診を促す 18，未受診者がいない 9，対
応をしていない 3であった．判定委員会は静岡市
1市で設置されていた．
2．平成 22 年度の中学生男女一次検診対象者数

は 99,273 名であった．一次検診陽性者ゼロの学
校が全 259 校中 86 校（33.4％）あった．ある地域
では 40 校中 28 校（70％）が一次検診陽性者ゼロで
あった．二次検診対象者数は 1,599 名であるのに
対して二次検診受診者は 1,239 名であった．つま
り，360 名（対象者の 23％）が二次検診を受診して
いなかった．一次検診陽性率は 1.6％，二次検診
陽性率は 0.41％，20°以上の側弯症は 124 名（男

12 名，女 112 名），0.12％であった．

考 察

脊柱側弯症は学校保健安全法で検診が義務付け
られている唯一の運動器疾患である．しかし，そ
の運用は各地方自治体に委ねられている4）7）9）．静
岡県医師会では県東部，中部，西部から整形外科
をはじめ，側弯症検診に関係する小児科，内科の
代表者が集まり 1982 年 10 月に第 1回を開催して
以来，学校脊柱検診結果検討小委員会を開催（近
年では年 2回）し，学校側弯症検診集計結果報告
書等をもとに県内の側弯症検診体制について協議
し，その体制について提言してきた（図 2）．しか
し，県下の各教育委員会での実際の側弯症検診の
運用方法については今まで不明であった．
疫学的に脊柱側弯症の発生率に地域差はない
が，今回の検討から一次検診陽性者ゼロの学校が
多数存在することがあらためて分かった．特定の
地域のみならず，全体として一次検診陽性率が高
い地域においても一次検診陽性者ゼロの学校が多
数あった．
側弯症検診において最も重要な点は，上半身裸
で背部の視診を行うことである．今回のアンケー
ト結果から上半身裸で視診を前屈位で行うことの
再確認，養護教諭の活用，二次検診未受診者対策
といった問題点が明確となった．
県内の一部地域（三島市，浜松市）では前屈テス
トを含む脊柱側弯症の視診方法を示した説明用紙
を一次検診前に各学校を通じて親に配布し，気に
なる点について評価してもらい，一次検診時に参
考にすることを行っている（図 3）．この方法は，
親や校医などに対する脊柱側弯症への意識向上に
役立っていると考える．今後全県下にこの方法を
導入し，親にも側弯症について認知してもらうこ
とが，学校，校医や養護教諭の脊柱側弯症につい
ての意識向上にもつながり，一次検診の陽性率を
高めるために必要な方策と考えている．
また，今回の検討から一次検診を養護教諭単独
で行っている地域はなかった．校医は静岡県では
小児科や内科であることが多く，側弯症検診を単
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独で行っているわけではない．このことは少なか
らず一次検診結果を反映していると考える．養護
教諭に側弯症検診の要点を理解していただくとと
もにご協力いただき，養護教諭に可能なかぎり側
弯症検診単独で視触診を行ってもらうことも一次
検診陽性者ゼロの学校を減少させるために有用な
方法と考える．武田ら6）は，一次検診の実施者が
校医，養護教諭，家庭（側弯症の確認要点を書い
たプリントを配布して家庭で確認する方法），整
形外科医の 4者間で 20°以上の側弯症発見率につ
いて有意差がないことを報告している．医療者の
みならず，関係する人々の意識向上が重要である．
さらに，一次検診陽性者の 23％が二次検診を
受診していないことも大きな問題である．先にふ
れた親への啓発がこの問題解決上も重要である．
年間 10 万人近い対象者の側弯症検診結果につ
いての報告は少ない1）5）8）．中澤らの報告3）による
と 2001～2003 年の 3年間に東京都 11 区などの中
学男女 79,282 名に行われたモアレ検診では，一
次検診陽性率は 1.49％， 10°以上の側弯症の発見
率は 1.11％，20°以上の側弯症は 0.4％であった．
この値と静岡県の検診結果を比較すると，一次検

図 3．浜松市で保護者へ配布している脊柱検診調査票

図 2．静岡県の側彎症検診体制（『学校脊柱側わん症検診指針』より引用一部改変）
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診陽性率は同等であるが，静岡県の一次検診は偽
陽性率が高く，20°以上の側弯症の発見率も 0.12％
と 1/3 以下であった．
特発性側弯症は圧倒的に女子に発症しやすく，

その発症率は中学生女子において 10°以上では
1.4～3.0％，20°以上は約 0.7％と報告されている．
平成 22 年度の静岡県中学生女子は約 5万人であ
る．今回の検診で発見できた女子の 20°以上の側
弯症患者数は 112 名であり，推定される患者数約
350 名と比較すると，先の東京都のモアレ検診と
の比較同様に 1/3 以下の数値であった．
地域差はあるものの静岡県全体での側弯症発見

率が十分でないことは明らかであり，学校（教育
委員会），医療者，保護者が三位一体となり抜本
的な改革を行っていく必要がある．

まとめ

1．静岡県下 35 市町の教育委員会に側弯症検診に
関するアンケート調査を行った．一次検診の検
診者は校医単独のことが多く，養護教諭単独で
行っている学校はなかった．二次検診の検診者
は校医・かかりつけ医が多かった．

2．平成 22 年度の中学生男女学校側弯症検診集計
結果報告書の検討を行った．一次検診陽性者ゼ
ロの学校が全 259 校中 86 校（33.4％）あった．
一次検診陽性者中 360 名（対象者の 23％）が二
次検診を受診していなかった．
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Abstract
Routine Screening for Scoliosis among School Children in Shizuoka Prefecture

Kazuharu Takikawa, M, D., et al.
Department of Pediatric Orthopedics, Shizuoka Children’s Hospital

We report the results from routine screening in 2010 for scoliosis among school children in 
Shizuoka Prefecture. Questionnaires were sent out to all 35 boards of education in the prefecture 
to investigate the screening methods and outcomes. For those found with a Cobb angle of ≥20°, a 
second screening was performed. Overall 32（91.4％）of the 35 boards completed the questionnaires. 
There was no scoliosis reported in 33.4％ of the schools, and overall 23％ did not perform a second 
follow-up screening. A total of 0.12％ of students showed scoliosis with a Cobb angle of ≥20°. These 
fi ndings revealed that schools need further guidance to perform a second routine screening in all 
cases even though no scoliosis was found the fi rst time round. Additional public awareness should 
be carried out.


